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研究成果の概要（和文）：2010年の噴火後に土石流（ラハール）が頻発したインドネシア・メラピ火山において，現地
調査を実施した．現地調査の結果と数値解析による予測結果を比較した結果，ラハールの氾濫箇所を予測するためには
，精度の高い地形データの取得とラハールの流量の適切な予測が重要であることが分かった．噴火後は流域の地表の状
態の変化にともなってラハールを発生させる降雨の条件や、発生するラハールの流量が経年的に変化する。ラハールの
流量を適切に予測するためには、ラハールの流出率と流域の地表の状態の関係を定量的に評価することが必要である。

研究成果の概要（英文）：Field surveys were conducted around Mt. Merapi, where lahars occurred frequently 
after the 2010 eruption. Results of numerical simulation of lahar inundation conducted by changing 
combination of data set component and those of field survey were compared. As a result, it was confirmed 
that the resolution of the DEM is the most important factor to estimate inundation area by lahar 
simulation and that the peak discharge and total volume of lahar hydrograph at inflow point of numerical 
simulation is the second most important factor. It was observed that the rain fall intensity causing 
lahar and magnitude of lahar changes as time passed after the eruption. Therefore, to estimate 
appropriate magnitude lahar for the lahar inundation simulation, relationship between ground surface 
condition of the drainage area and runoff ratio of lahar to rainfall should be quantified
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

(1)2010年の10 月から11 月にかけてインド
ネシア・メラピ火山は1872 年以来という大規
模噴火（VEI=4）を起こした。その結果、これ
まで380 人近くの人命が失われ、一時40 万人
近い人々が避難し、現在も雨期の土石流災害
（２次災害）の発生が懸念されていた。 
 
(2)火山噴火の際には、火砕流の流下、火砕物
の堆積による火山帯の地形・水文特性の変化、
土石流（ラハール）の発生などの現象が複合
的に発生する。従来、個別の現象に着目した
基礎研究がすすめられ、各現象のシミュレー
ション手法が開発されてきたが、火砕物の運
搬・堆積過程と堆積火砕物の流域水文特性や
堆積土砂の再移動過程に及ぼす影響が明らか
にされておらず、各現象のシミュレーション
を連携させ、火山噴火後に複合的に発生する
土砂災害を予測するのが困難な状況にある。 
 
(3) 近年、自然災害研究、土砂災害研究の中
で複合災害に関する研究の重要性が認識され
つつある。その中で複合性の評価と災害予測、
その防災情報化が課題となっている。 
  
２．研究の目的 
(1)本研究では、2010 年のインドネシア・メ
ラピ火山噴火に伴う火砕物の堆積分布、流域
水文特性の変化、土石流の発生と流下・堆積、
河床変動の調査を経年的に実施し、流域モデ
ルでそれらの結果を再現することにより、災
害予測に必要な情報と、その情報を取得する
時期、手法について検討する。 
 
(2)災害発生時に発信された防災情報と住民
の避難行動、火砕流、土石流・洪水による住
民被害の実態を調査し、適切で効果的な警戒
避難に必要な防災情報のあり方を検討する。 

 
３．研究の方法 
(1) 2010 年の噴火で火山灰が降下堆積し、ラ
ハールによる砂防施設等の被害が大きく、そ
の上 1990 年代の平穏期に水文調査が実施さ
れている Putih 川流域と、2010年の噴火で火
砕流が流下し多数の被害者を出し、流域に大
量の火砕物が残されている Gendol川流域を、
調査対象地とした。 
 
(2) 噴火後の流域の水文特性、火砕性堆積物
の侵食と土砂流出、河床変動の経時変化、及
びそれらの相互関係を知るため、①噴火直後
の火砕物の堆積状況、②降雨流出過程、③河
床・河道形状の時系列変化を調査した。さら
に火山噴火による水文特性の変化を明らか
にするため、④1984 年～1993 年に Putih 川
流域で実施された水文観測結果と比較した。
また、これらの現象の時系列変化を総合的に
理解するため、⑤２流域の流域モデルを構築
し諸現象の時系列変化の再現を試みた。 
 

(3)噴火による直接的災害と二次災害の時系
列変化に着目し、⑥火砕流災害と警戒避難、
⑦噴火以降の雨期の土石流・洪水災害と警戒
避難の実態を調査した。また、警戒避難に関
しては、その基となる⑧災害予測に着目し、
手法を含む実態を調査し、①〜⑤の結果と合
わせ、災害予測と防災情報化、伝達方法上の
問題点を抽出した。 
 
４．研究成果 
(1)噴火の際に、火砕流が流下した Gendol 川
の中～上流域では、河道内は 20m程度の厚さ
で火砕物が堆積したが、河道両岸の段丘部で
は火砕物の堆積厚は数 10cmから 1m程度であ
った．噴火の際に、Putih 川の下流～中流部
では数 cm、上流部では 10cm 以上の火山灰が
堆積した. Gendol 川、Putih 川の双方で噴火
直後には、堆積物の表面に透水性の低いクラ
ストが形成されたものと推測されるが、2012
年の乾期（５月～９月）の調査時には、既に
堆積物の表面には地表流によりリル・ガリー
が形成されていた．微高地にはクラストが残
存していたが、Putih 川ではクラストを貫通
するようにススキ類が目を出し始めていた．
残存したクラスト表面、クラストが浸食され
た地表面、噴火前の地表面で透水試験を実施
した結果、両河川ともクラストが浸食された
地表面と噴火前の地表面の透水性は同定度
であり、クラストの透水性はそれらの約 1/10
と小さかった．2013 年の 9 月の調査時には、
Putih 川上流域ではススキ類が繁茂しクラス
トが残存する箇所はわずかであった．Gendol
川ではススキ類はあまり生えていなかった
がクラストが残存する箇所はほとんど無か
った．クラストが浸食された地表面の透水性
は 2012 年と同程度で、その値は 2013 年以降
も変化しなかった． 
 
(2)Putih 川では、上流の G.Maron に 2011 年
12 月に再設置された雨量計、中流の Ngepos
の PUC11 砂防堰堤付近に 2011 年 1 月に設置
された IP カメラの画像、2012 年 11 月に
Ngepos 橋付近に設置された超音波水位計の
データを入手し、降雨の特性、土石流の発生
頻度、規模を解析した。Gendol 川については、
上流の Kaliademに 2012年 1月に設置された
雨量計、下流の Tempuran 付近に 2012 年 12
月に設置された超音波水位計のデータを入
手・解析したが、測器の不調によりデータの
信憑性が低かったため、新聞記事を収集し土
石流の発生頻度を調べた。その結果、両河川
ともに雨期（10 月～4 月）には、1 ヵ月で約
400-600mm の降雨があること、降雨は 2 時間
～4 時間程度の短い時間に降雨が集中する特
徴があり、最大降雨強度は 40-60mm/h である
ことがわかった．また、Putih 川、Gendol 川
ともに噴火直後の雨期（2010 年 10 月～2011
年 4月）には土石流が頻発し、その規模も大
きかったが、年々、土石流の頻度・規模が減
少し、噴火から 3 年後の雨期(2013 年 10 月



-2014年 4月)には土石流はほぼ発生しなくな
った. 
 
(3)Putih 川、Gendol 川において 2013 年～
2015 年の乾期（8 月～9 月）に電子コンパス
内蔵レーザレンジファインダーを用いて縦
横断測量を実施した。2010 年以前に撮影され
た ALOS Prism センサーで撮影された衛星画
像から作成した DEM（15mメッシュ）、2012年
に実施された航空レーザ測量成果から作成
した DEM (5m メッシュ）から縦・横断図を作
成し、河床縦・横断形の経年的に比較した。
その結果、Putih 川では噴火前と比べ，2012
年は平均 4.5m河床が低下，2012年～2013 年
はで平均 4.3m 河床が低下しているが，2013
年～2015 年ではほとんど変化はなかった。噴
火前後特に変化が大きかったのは，測量区間
の上流端から約 1km 下流までと，PU-C9 から
PU-D2 の区間であった。上流については，こ
の周辺の土砂がラハールとして下流へ流出
したためと考えられる。下流については
PU-C9 から PU-D2 の間の堰堤が連鎖的に破壊
されたためであり，この時に約 90 万㎥の土
砂が流出した。2012 年～2013 年にかけて砂
利採取により河床は低下したが，2013年から
2015 年にかけてはあまり砂利採取が行われ
なかったようで，目立った河床変動は見られ
なかった。Gendol 川では噴火前と比べ、2012
年は平均して約 8m河床が上昇している。2012
年～2013 年では平均して約 7.3m 河床が低下
しており，特に 2010 年の火砕流により埋没
した GE-D5砂防堰堤周辺から上流側が 8～20m
と大きく河床が低下していた。2013年～2015
年では全区間で平均すると約 2.1m と河床低
下は小さいが，上流域では 10m以上河床が低
下している箇所もあった。この期間にラハー
ルがほとんど発生しておらず流水による土
砂移動量も多くないことから、多くないと推
測されることから，河床変動を引き起こした
主要因は砂利採取であると推測される。 

 

(4)1990 年代初頭の火山活動の平穏期に
Putih川中流に前出の PU-C11砂防堰堤の直上
流の PU-D1砂防堰堤で観測されている水位デ
ータと、Putih 川上流の G.Maron で観測され
ている雨量データを比較し、ラハールが発生
しなかった場合の一連続降雨のデータを抽
出し，連続降雨内の 10 分間雨量 R10 と当該
の R10までの累加雨量 ΣR10 の関係をグラフ
にプロットした。同様に、噴火翌年の雨期
（2011 年 12 月～2012 年月）の PU-C11 砂防
堰堤の IPカメラの画像と、G.Maron で観測さ
れている雨量データを比較し、R10 と ΣR10
の関係をグラフにプロットし、平穏期と噴火
直後のラハールの非発生降雨を比較した。そ
の結果、1990年代初頭と比べ，噴火直後はデ
ータの分布の上限が低くなっていた（図 1）。
これは、2010年の噴火後は、噴火前と比べ小
さな雨量で土石流・洪水流が発生するように
なったことを意味している。噴火後の降雨の

流出率の経年変化の傾向を明かにするため
に、Putih 川上流に火砕流が流下しラハール
が頻発した 1985年～1990年の期間を対象に、
G.Maron における降水量と PU-D1 における水
位データから、一雨毎の流出率を算出した。
その結果、年間の最大流出率は 85 年の 11.7
から 8.5，4.4と年々減少し 88 年以降はほぼ
0.0となった（図 2）。流出率が 1以上という
ことは、流域に降った雨水の量よりも流域か
ら流出する雨水の量が大きいことを意味し
ている。流出率がこのように著しく大きくな
る現象は、メラピ山の他の河川でも観測され
ているものの（例えば、泰ら(1997）)、その
原因は解明されていない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 ラハールの非発生降雨の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ ラハールの流出率 fTの経年変化 
 
(5)Putih 川上流の縦横断測量の開始地点か
ら下流の主要幹線道路であるジョグジャカ
ルタ－マゲラン国道付近までの区間と、
Gendol 川上流の縦横断測量の開始地点から
下流の Opak 川との合流地点付近までの区間
を対象に，2010年の噴火直後の雨期を想定し
たラハールの氾濫計算を一次元および二次
元の二通りの数値計算手法により実施し、氾
濫予測に適した計算手法について考察した。
なお、地形データには，2012 年の航空レーザ
測量のデータより作成した DEMを用いた。ま
た、既往研究をもとに想定した簡易な降雨波
形を，繰り返したハイエトグラフを作成した。
これを合理式により変換したものを河道上
流端からの流入ハイドログラフとして用い
た。Gendol 川では、Opak川と Gendol 川の合
流地点でラハールが氾濫する結果が１次元、



２次元の両方の数値計算で再現された。しか
し Putih 川では、二次元計算では下流域の国
道周辺(計算区間の下流端から 5000m付近)お
よび Sirahan 地域(下流端から 1500m付近)が
計算開始約 1ヶ月後までに河床上昇しラハー
ルが氾濫する現象を再現できたものの、１次
元計算では両地域で氾濫の原因となる河床
上昇が再現できなかった（図 3，4）。国道お
よび Sirahan 地域で Putih川の河道は屈曲し
ているが，一次元計算ではこういった平面的
な河道の線形は考慮できないことが，両地点
で河床変動が生じなかった主な原因と考え
られる。一次元計算と二次元計算を比較する
と計算に必要なデータ数は一次元計算のほ
うが少なく，地形データの取得が容易ではな
い途上国においては有効な手法と考えられ
る。しかし一方で，一次元計算では湾曲部等
の河道の線形の影響を考慮出来ないため，河
床変動の正確な予測ができない場合があり，
このような箇所では二次元計算が有効であ
る。したがって、全区間を一次元または二次
元で計算するのではなく，どちらの長所も活
かせるように，例えば谷部分を一次元計算と
し，扇状地部分は二次元計算を行う結合モデ
ルを用いることが必要と思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 一次元計算の一月後の河床変動 
 
 
 (6)火砕流災害と警戒避難 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４ 二次元計算の一月後の河床変動 
 

二次元計算モデルを用いて、各種計算パラメ
ータや計算に用いるデータの種類が計算結
果に及ぼす影響の大きさを検討したところ，
二次元計算で特に重要となるのは地形デー
タであり，次点では上流端からの流入流量で
あった。その他のパラメータについては，推
定される氾濫範囲に多少の違いが生じるも
のの，上記二つに比べると与える影響は小さ
かった。これらの結果を受け、地形データと
して 2012 年の航空レーザ測量のデータを与

え、二次元計算により 2013 年以降の河床変
動や氾濫状況の再現を試みたが、Putih 川、
Gendol 川ともに 2013 年以降はラハールが殆
ど発生しておらず，数値計算では土砂移動量
は非常に小さく、河床変動はほとんど生じな
い結果となった。これは 2013 年以降の河床
変動が主に砂利採取であることを裏付ける
結果と考えられる。 
 
(6)火砕流や降灰による熱傷により約 400 名
の犠牲者が出たが、いつどこで何名が被災し
たのか記録が残されていない場合が大半で
あった。2010年 10月 26日に最初の火砕流が
発生し，Gendol 川に沿って 7.5km 流下した際
には，26名の死者がでている。この日は，火
山危険度レベルが最高レベルの AWAS に引き
上げられ，避難開始直後であったことなどに
より，避難が遅れ，災害に巻き込まれたもの
である。また，11月 5日に今回の噴火で最大
規模となる火砕流（火口から 17km 地点まで
到達）が発生した際にも，スレマン県チャン
クリンガン集落を中心に 64 名の死者，77 名
の重軽傷者がでている。この集落は，11月 3
日に火口より 10kmからから 15kmへと拡大さ
れた避難勧告地域にあり，住民は勧告地域外
に一度は避難したものの，家畜の世話のため
一時帰宅をしていた。火砕流の発生が深夜で
あり，住民は自宅で就寝中だったことも被害
を大きくした原因と考えられる。 
 
(7)Gendol 川は、現地での聞き取り調査、新
聞記事からの情報収集結果によれば、噴火か
ら数ヶ月間はあまりラハールが発生せず、
2011年 1月過ぎからラハールの発生頻度が高
くなった．Opak 川と Gendol 川の合流地点付
近では 2 月中旬にはラハールが氾濫した。
Putih 川では、2010 年 11 月以降、雨が降る
度にラハールが頻発した．両河川の中流から
下流にかけては、ラハールの氾濫による被害
を受けている．特に Putih川の国道との交差
地点、その下流の Sirahan 地区では、12月末
から河床上昇が著しくなり、1 月には複数回
にわたりこれらの地点でラハールが氾濫し
た．また上流域では、11基の砂防施設が被災
し、そのうち 3基は主堰堤が破壊された。2011
年の雨期（2011 年 10月～2012年 4月）のラ
ハールの発生件数は Gendol 川では前年の雨
期よりも増加し、Putih 川では減少し、両河
川がほぼ同数となったが、2012年の雨期以降
は両河川とも数回程度に急減し、2014 年の雨
期にはラハールは発生しなかった。2010 年の
噴火以降中～下流域で護岸堤防の嵩上げや
河道掘削、地域住民による砂利採取が急速に
実施されたため 2011 年の雨期以降は顕著な
氾濫は生じなかった。 
 
 (8) 数値計算による氾濫範囲の予測には精
度の高い地形データ（DEM）とラハールの流
量の設定の仕方が重要であることが示され
た。途上国においては経済的な理由により航



空レーザ測量等の高精度の測量を頻繁に行
うことが難しい。さらに、火山噴火時には火
砕物の堆積により、平穏期には地域住民の砂
利採取により河床形が短時間に大きく変化
する可能性があることを考えると、噴火前の
ある時点で精密な地形測量を実施し、その後
は河道内を中心に地形測量を定期的に実施
し地形データを更新するのが現実的な方法
だと考えられる。また、地形測量の範囲を減
らしデータ収集の省力化を図るために、計算
区間を一次元および二次元の区間に分割し
計算する結合モデルを用いることが望まし
いが，そのためには一次元と二次元の計算領
域を合理的に決定する方法を確立する必要
がある。ラハールの流量と流域に降った降雨
の比である流出率が 1よりも大幅に大きくな
る場合があること、流出率が経年的に減少し
ていくことが本研究により示された。流出率
が過大になる現象については、流出率がどの
程度の値になるのか観測データを蓄積する
とともに、そのメカニズムを解明していくこ
とが必要である。また、流出率の変化と上流
域の地表の状態の変化（クラストの形成、植
生の繁茂等）には相関があると考えられ、そ
の定量的な評価が今後の課題である。 
 
(9) メラピ火山南側の 3県（Sleman県、Klaten
県、Megelan 県）を対象に、火山噴火の際の
警戒避難情報とその後に引き起こされるラ
ハールによる災害に関する警戒避難情報の
伝達経路について調査を行った。火山噴火の
際の警戒避難情報については、火山観測所
(BPPTKG)が発信する情報に基づいて住民へ
警戒避難命令を出すという点は 3県で共通し
ていたが、命令を出す主体が Sleman 県と
Megelan 県では区長、Klaten 県では地域防災
局(BPBD)と異なっていた。またそれぞれの県
で情報が複数の仲介者を経て伝達されるた
め、情報の伝達が遅滞する、伝達過程で情報
の変質が生じるといった危険性があること
がわかった。ラハールによる災害に関する警
戒避難情報については、各県の BPBD が警戒
避難命令を出すという点は 3県で共通してい
るが、BPBDが警戒避難命令を発令するために
参考としている情報源が異なっており、県に
よっては命令を発令する明確な基準が存在
しなかった。客観的で統一された判断基準の
確立が望まれる。また Klaten 県では命令が
住民に伝達される経路が２重に存在するた
め、Megelan 県では、BPBD の他に、BPPTKG か
らも避難命令が伝達されるため、住民に混乱
を引き起こす可能性があることがわかった。
発令された警戒避難情報に対して住民がど
のように対応したのかについては、火山噴火、
ラハール災害ともに十分な記録が残ってい
なかった。適切な情報発信のあり方を検討す
るためにもこういった記録を残す必要があ
る。 
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